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平 成 22 年 度 事 業 報 告 

１．スポーツ安全保険の普及及び保険会社との団体保険契約の締結事業 

（１）補償事業 

① スポーツ安全保険の契約締結と加入受付処理 

    平成２２年度スポーツ安全保険に関する契約を、引き受け損害保険会社（１０社）と平成 22 年 

   ４月 1 日に締結した。また、各都道府県支部において保険の加入受付処理を行い、本部にお 

いては、幹事会社東京海上日動火災保険（株）と、保険契約に基づく処理を行った。また、全

国の団体を対象とした、インターネットによる加入受付処理を本部において行った。 

○平成２２年度スポーツ安全保険の加入状況は、次のとおりである。               

② スポーツ安全保険の制度改定 

 平成 23 年度から、共済見舞金制度を廃止し、突然死葬祭費用保険として保険化を行うことを 

決定した。 

③ 各都道府県支部業務の円滑化  

   本会支部業務の適正かつ円滑な運営を図るため、全国支部長会議、全国支部(事務主任者 

会議及びブロック支部会議を開催した。 また支部業務の適正な実施を図るため、本年度は、

１６支部を対象に実地調査を行い、必要に応じて適正な業務処理の改善指導を行った。 

（２）普及促進 

① スポーツ安全保険の加入拡大のための広報 

   スポーツ安全保険のあらまし、しおり、解説、ポスター（スポーツ活動、文化活動の２種）、文化 

活動用ちらし、放課後子ども教室用ちらし、学校支援ボランティア用ちらし、総合型地域スポー

ツクラブ用ちらし、短期スポーツ教室加入区分案内ちらし（インターネット加入限定）、翌月一括

手続き方式案内ちらし（インターネット限定）等を作成し、関係機関、団体等に配布し、スポーツ

安全保険の普及と加入拡大を図った。また、スポ安ねっと案内ちらし及びスポ安ねっと利用方

法案内ちらしを作成して、インターネット加入方式の普及と利用促進を図った。 

② スポーツ安全保険の趣旨徹底 

ア 地方説明会の開催 

各都道府県支部において、市区町村関係者、団体等の指導者に対し、スポーツ安全保険

の趣旨、加入手続き、補償内容等、加入促進のための説明会を開催した。 

区                 分 加入者数（人） 備        考 

 

子   ど  も 
A1 ４，７９４，５４７  

AW ２３２，３９４  

 

大人 

 

 

高 校 生 

以    上 

A2 ７００，５３０  

AC ５１５，０１２  

C ３，０８４，６２５  

６５歳以上 B ５３４，７７８  

 

全  年  齢 
D ３，４３９  

短期スポーツ教室 ２１，９０６  

合     計 ９，８８７，２３１ （３１５，１０９団体）   

前年度合計 ９，８９７，４８３ （３１７，７４２団体）   

         比較増△減 △１０，２５２  
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イ 普及促進、運営の円滑化のための諸会議の開催 

  保険の普及促進と運営の円滑化を図るため、全国支部長会議、全国支部（事務主任者）

会議及びブロック支部会議を開催した。 

  ウ 支部事務担当者資質向上のための研修会の開催 

初任者研修会及び事務担当者研修会を開催し、スポーツ安全保険の趣旨、制度改定の概

要、インターネット加入システムの取扱い方法、普及広報の実施方策等の周知を図った。 

③ ダイレクトメールによる加入促進 

スポーツ安全保険の既加入団体に、新年度の加入案内（加入依頼書による加入案内又はイ

ンターネットによる加入案内）を送付し、継続加入の促進を図った。 

④ 各都道府県支部による体育・スポーツ指導者等への普及促進 

ア 市町村広報紙、体育スポーツ団体等機関誌への広告掲載 

イ 新聞・雑誌への広告、ＴＶ・ラジオへのスポット広告、公共交通機関の車内広告 

ウ 普及広報用の各種ノベルティの作成、配布 

エ 各種団体の役員、指導者、事務担当者等への説明会の実施 

      オ 各種団体、機関等への訪問説明 

 ⑤ 各種団体等との連携による普及促進 

ア 財団法人日本体育協会が発行する「公認スポーツ指導者手帳」及び「スポーツリーダー兼

スポーツ少年団認定員養成テキスト」、社団法人全国体育指導委員連合が発行する「体育指

導委員手帳」にスポーツ安全保険の全容を掲載して、体育・スポーツ指導者への普及促進を

図った。 

イ 財団法人日本体育協会機関誌「スポーツ・ジャーナル」及び同スポーツ少年団機関誌「ス

ポーツジャスト」、社団法人全国体育指導委員連合機関誌「みんなのスポーツ」、財団法人日

本レクリエーション協会機関誌「Recrew」の他、各種競技団体や各種団体の機関誌、広報誌、

新聞、大会プログラム等にスポーツ安全保険の広報を行った。 

ウ スポーツ安全協会担当体育協会連絡協議会において、スポーツ安全保険の普及振興策

の推進について協議した。 

エ 財団法人日本レクリエーション協会の加盟団体会議や、全国レクリエーション大会におい

て普及促進を図るとともに、「国民文化祭・おかやま２０１０」の開催に向けて普及広報を行っ

た。 

⑥ 財団法人日本体育協会との連携による普及促進 

 財団法人日本体育協会加盟の２５競技団体へ委託費を交付し、普及促進を図った。 また、

同協会が進める総合型地域スポーツクラブ育成促進事業と連携し、全国９ブロックで開催され

た「総合型地域スポーツクラブミーティング」及び全国２会場で開催された「総合型地域スポー

ツクラブ育成推進フォーラム」で資料を配付し、普及促進を図った。 

２．スポーツ等活動中の安全指導及び事故防止に係る事業 

（１）｢２０１１年ジュニアスポーツの育成と安全・安心フォーラム｣の開催事業 

財団法人日本体育協会日本スポーツ少年団及び日本スポーツ法学会と共催で、少年スポー 

ツに関する諸問題を中心テーマとして｢２０１１年ジュニアスポーツの育成と安全・安心フォーラ

ム｣（東京）を開催した｡ 
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（２）安全指導・事故防止に係るガイドブック等の作成配布事業 

ア 「安全・安心スポーツ」サポートガイドブックの刊行・配布 

スポーツ活動中の安全指導・管理に関する方策、心構えなどを解りやすく解説したガイドブッ

クとして「イベント・大会主催者のための運営体制づくり」、「スポーツ愛好者のための自己安

全管理」の２巻を刊行し、関係機関・団体及び希望者等に配布した。  

イ 「平成２１年度スポーツ安全保険の統計データ」の刊行・配布 

平成２１年度の加入者をもとに、その加入状況及び事故の概況をまとめた「平成２１年度スポー

ツ安全保険の統計データ」を刊行し、広く配布した。 

（３）少年スポーツ指導者研修会、講習会等の開催 

関係団体専門家等の協力を得て、地域スポーツ指導者、少年スポーツ指導者等を対象とした 

スポーツ活動中の安全管理の確保及び事故防止についての各種研修会、講習会の開催等の 

事業を、各都道府県支部で実施した。 

（４）総合型地域スポーツクラブ連携支援事業 

財団法人日本体育協会が推進している、総合型地域スポーツクラブ連携支援事業における

「リスクマネジメント研修会」（全国１０県）へ助成を行った。 

３．スポーツ活動等に対する普及振興事業 

（１）「生涯スポーツ・体力つくり全国会議 」の開催 

   生涯スポーツの振興を目的に、「生涯スポーツ・体力つくり全国会議 ２０１１」（横浜市）を文部 

 科学省､ 財団法人日本体育協会、財団法人健康・体力つくり事業財団等と共同で開催した。 

（２）スポーツ普及奨励事業の助成 

① 財団法人日本体育協会が実施する「スポーツ少年団ブロック交流大会」等へ助成等を行っ

た。 

  ② 社団法人全国体育指導委員連合が実施する「全国体育指導委員研究協議会」へ助成を 

        行った。 

（３）各種全国スポーツ競技大会等への協賛 

日本スポーツ少年団が実施する「全国スポーツ少年団剣道交流大会」、「全国スポーツ少年団

軟式野球交流大会」、「全国スポーツ少年団バレーボール交流大会」、「全国ママさんバスケット

ボール交歓大会」等各競技団体が実施する各種競技大会に協賛し、優勝杯・記念品の寄贈等

の助成を行った。 

（４）スポーツ普及奨励助成事業審査委員会の設置 

 平成２３年度以降のスポーツ普及奨励事業については、広く公募する形式に切り替え、助成

事業の採択を審議する「スポーツ普及奨励助成事業審査委員会」を設置した。また、平成２２年

１２月には、平成２３年度の助成事業募集要項を本協会のホームページに掲載し、平成 23年 1

月末に募集を締め切り、平成２３年３月同審査委員会において、平成２３年度の助成事業として

１４事業（団体）を決定し、公表した。 

４．共済見舞金事業 

   傷害保険の対象とならないスポーツ団体等の管理下における活動中及びその往復中に発生 

              した急性心不全、脳内出血等による突然死に対し、共済見舞金事業「掛金１人２０円、死亡見 

舞金１８０万円」を実施し、本年度は５１件の給付を行った。    


